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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第１四半期
累計期間

会計期間
自 2021年11月１日
至 2022年１月31日

売上高 (千円) 　484,293

経常利益 (千円) 68,581

四半期純利益 (千円) 43,142

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ―

資本金 (千円) 38,500

発行済株式総数 (株) 2,500,000

純資産額 (千円) 172,565

総資産額 (千円) 819,277

１株当たり四半期純利益 (円) 17.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) ―

１株当たり配当額 (円) ―

自己資本比率 (％) 21.1

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期累計期間における日本経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況に

あるなか、持ち直しの動きが続いているものの、個人消費や雇用情勢に弱さがみられます。

当社を取り巻く事業環境としましては、eスポーツ市場が堅調に拡大し、ゲーム総合情報メディア「ファミ通」に

よれば、国内eスポーツ市場規模は2020年に前年比9.2%増の66.8億円となり、2021年は同29.9%増の86.7億円へ拡大

する見込みです。

このような事業環境の中で、売上の多くを占めるメインとしているイベント受託の案件数や単価も大きくなり、

拡大傾向にあります。また、インフルエンサーを活用したマーケティングの需要の高まりもあり、イベント以外の

収益源としてインフルエンサーマーケティング事業の拡大も売上高向上に寄与しています。

以上の結果、当第１四半期累計期間における売上高は484,293千円、営業利益は58,295千円、経常利益は68,581千

円、四半期純利益43,142千円となりました。

当社の事業セグメントは単一セグメントでありますが、サービス別の売上高の概況は次の通りであります。

a クライアントワークサービス

eスポーツ市場が堅調に拡大していく中、2021年２月の株式会社ライゼストとの合併に伴う業界での影響力やサ

ービス品質の向上等が寄与し、イベント受託の案件数や単価が大きくなり拡大傾向にあります。

この結果、クライアントワークサービス関連の売上高は、345,426千円となりました。

b パートナーソリューションサービス

eスポーツ市場の成長に伴い、eスポーツ選手・実況者・解説者・インフルエンサーの活躍の機会および彼らの価

値も拡大しております。

この結果、パートナーソリューションサービス関連の売上高は、115,425千円となりました。

c ビジネスデザインサービス

eスポーツの新たな価値を創造するサービスやコンテンツを企画・開発することを目的として、2022年10月期よ

りサービスを開始しております。eスポーツを他分野の領域とかけあわせたイベントを企画・運営、他業種のパー

トナーと組んで新規プロジェクトを立ち上げるなど新規市場の開拓を目指しております。

当第１四半期累計期間におけるビジネスデザインサービス関連の売上高は、23,441千円となりました。

②財政状態の状況

（資産）

当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末から1,535千円減少し、819,277千円となりました。主

な要因は、受取手形及び売掛金の回収による減少であります。

（負債）

当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末から44,678千円減少し、646,711千円となりました。

主な要因は、支払手形及び買掛金の支払による減少であります。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末から43,142千円増加し、172,565千円となりました。主

な要因は、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,500,000 2,500,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。

計 2,500,000 2,500,000 ― ―

(注) 2022年７月29日開催の臨時株主総会決議で定款変更が決議され、2022年７月29日付で単元株式数100株とする単元

株制度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年11月１日～
2022年１月31日

― 2,500,000 ― 38,500 ― 37,500
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式

25,000

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。
なお、単元株式は100株であります。

2,500,000

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 2,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 25,000 ―

(注) 2022年７月29日開催の臨時株主総会決議で定款変更が決議され、2022年７月29日付で単元株式数100株とする単元

株制度を採用しております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2021年11月１日から2022年１月31日まで)及び第１四半期累計期間(2021

年11月１日から2022年１月31日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビ

ューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2021年10月31日)

当第１四半期会計期間
(2022年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 57,113 271,867

受取手形及び売掛金 396,390 207,151

商品 3 ―

仕掛品 37,493 24,899

その他 14,690 23,691

貸倒引当金 △2,556 △2,446

流動資産合計 515,635 525,163

固定資産

有形固定資産 44,153 44,176

無形固定資産

のれん 188,941 183,834

その他 7,107 9,158

無形固定資産合計 196,049 192,992

投資その他の資産

投資その他の資産 65,793 57,762

貸倒引当金 △818 △818

投資その他の資産合計 64,974 56,944

固定資産合計 305,177 294,113

資産合計 820,812 819,277

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 176,144 80,710

短期借入金 100,000 150,000

1年内返済予定の長期借入金 7,691 7,099

未払法人税等 17,375 25,739

　 1年内返済予定の関係会社長期借入金 245,000 245,000

その他 57,278 52,036

流動負債合計 603,490 560,586

固定負債

長期借入金 87,900 86,125

固定負債合計 87,900 86,125

負債合計 691,390 646,711

純資産の部

株主資本

資本金 38,500 38,500

資本剰余金 37,500 37,500

利益剰余金 53,422 96,565

株主資本合計 129,422 172,565

純資産合計 129,422 172,565

負債純資産合計 820,812 819,277
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自 2021年11月１日
至 2022年１月31日)

売上高 484,293

売上原価 321,087

売上総利益 163,205

販売費及び一般管理費 104,909

営業利益 58,295

営業外収益

受取利息 0

助成金収入 10,432

その他 119

営業外収益合計 10,551

営業外費用

支払利息 232

為替差損 16

その他 17

営業外費用合計 266

経常利益 68,581

税引前四半期純利益 68,581

法人税、住民税及び事業税 25,739

法人税等調整額 △301

法人税等合計 25,438

四半期純利益 43,142
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当第１四

半期累計期間の損益及び利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりであり

ます。

当第１四半期累計期間
(自 2021年11月１日
至 2022年１月31日)

減価償却費 5,169千円

のれんの償却額 5,106千円

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 2021年11月１日 至 2022年１月31日)

１ 配当金支払額

　 該当事項はありません。

２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間(自 2021年11月１日 至 2022年１月31日)

当社はeスポーツ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

当社は、eスポーツ事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以

下の通りであります。

当第１四半期累計期間

(自 2021年11月1日

　至 2022年１月31日)

クライアントワークスサービス 345,426千円

パートナーソリューションサービス 115,425千円

ビジネスデザインサービス 23,441千円

合計 484,293千円

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2021年11月１日
至 2022年１月31日)

１株当たり四半期純利益 17円26銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 43,142

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 43,142

普通株式の期中平均株式数(株) 2,500,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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